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２ フィンランド共和国 
 
（１）商標法の動向等 

1) フィンランドでは、1996年 4月 1日からマドリッド協定議定書が発効している。 

 
2) 現行のフィンランドにおける商標に関する法規定は、2013 年 1 月 31 日に法律第 

107 号により改正された 1964 年 1 月 10 日法律第 7 号による商標法10、 2013 年 7

月 18 日に法律第 579 号により改正された 1964 年 5 月 29 日法律第 296 号による

商標法規則11、及び、1993 年 1 月 25 日法律第 40 号により改正された 1980 年 12

月 5 日法律第 795 号団体標章法12が、施行されている。なお、上記 2013 年の法改

正は、第 VIII 章商標に関する訴訟について、必要な商標法の内容を整備したもの

である。 

 マドリッド協定議定書への加盟に伴い 1996 年 1 月 1 日に商標法が改正された。

マドリッド協定議定書に基づく国際登録の領域指定については、マドリッド協定

議定書及び同議定書に基づく共通規則（以下「マドリッド共通規則」という）に

定められた規定に従う(商標法第 55 条)と共に商標法第 X 章商標の国際登録第 53

条～第 56(l)条商標の国際登録の規定に従う。 

 
国際登録については、フィンランド商標法第 53 条にて、1891 年 4 月 14 日に締

結された標章の国際登録に関するマドリッド協定に関する 1989 年 6 月 27 日の議

定書に従って世界知的所有権機関の国際事務局が行う商標の登録をいう旨規定さ

れている(第 1 段落)。 

また、フィンランド特許庁は、国際登録に関するすべての行為についてフィンラ

ンド国内で責任を負い、かつ、フィンランドで効力を有する国際登録の記録を保

管する(第 2 段落)ものとされている。 

 
                                                      
10 フィンランド特許庁のウェブサイト http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1964/19640007 から入手でき

る。英語版はhttp://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Tavaramerkkilaki.htmlから入手できる。2013
年改正前の 2010 年商標法の日本語テキストを、日本国特許庁のホームページで見ることができる。日

本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→フィンランド→商標法

(2014 年 12 月 10 日現在)  
11 フィンランド特許庁のウェブサイト http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1964/19640296 から入手でき

る。英語版は http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Tavaramerkkiasetus.html から入手できる。

2013 年改正前の 2010 年商標法の日本語テキストを、日本国特許庁のホームページで見ることができ

る。日本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→フィンランド→商標

規則(2014 年 12 月 10 日現在) 
12 フィンランド特許庁のウェブサイト http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1980/19800795 から入手でき

る。英語版は http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Yhteismerkkilaki.html から入手できる。2013
年改正前の 2010 年団体標章法の日本語テキストを、日本国特許庁のホームページで見ることができる。

日本国特許庁ホームページ→外国知的財産権情報→外国知的財産権制度情報→フィンランド→団体標

章法(2014 年 12 月 10 日現在) 

http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1964/19640007
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Tavaramerkkilaki.html
http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1964/19640296
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Tavaramerkkiasetus.html
http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/1980/19800795
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/lainsaadanto/Yhteismerkkilaki.html
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3) フィンランド特許庁（PRH）について 

フィンランド特許庁（Finnish Patent and Registration Office；PRH13）は 1942

年に設立され、今日では、1967 年特許法、1991 年実用新案法、1971 年意匠法、

1964 年商標法、1980 年団体標章法等を施行している。雇用経済省（Ministry of 

Employment and the Economy；MEE）の下部機関の 1 つで、特許イノベーション

部門、商標意匠部門、企業法人部門並びに協会財団部門で構成された行政機関で

ある。  

 
 
（２）商標の定義 

商標の定義は、商標法第 1 条及び団体標章法第 1 条に規定されている。 
 

1)（第 1 条第 2 及び第 3 段落）視覚的に表示することができ、かつ、事業で提供さ

れる商品を他人の商品から識別する手段となり得る標章は、商標とすることがで

きる。商標は、特に、個人名称を含む語、図形、文字、数字又は商品若しくはそ

の包装の形状により構成することができる。 

商品に関する本法の規定は、役務に準用される。 

2)団体商標（団体標章法第 1 条） 

団体は、当該団体の構成員が自らの業務活動で使用すべき商標(組合標章)につい

ての排他的権利を商標法による登録若しくは使用を通して取得することができる。 

上記の排他的権利はまた、組合標章として使用される他のシンボルについても、

使用を通した当該標章の確立によって取得することができる。 

 
商品、役務を検査若しくは監督すること又はそれらに関する指令を発することを

任務とする公的機関、協会その他の組織は、当該管理若しくは監督の対象となる

商品や役務に対して使用すべき特別の標章(管理標章)についての排他的権利を登

録により取得することができる。 

 
フィンランド商標法にいうこれらの標章を併せて団体標章という。 

 
 
（３）方式要件 

日本を本国官庁として、フィンランドを領域指定した国際登録出願を行う場合の、

出願書類(MM2)の記入に関する留意点については、以下のとおりである。 

                                                      
13 フィンランド特許庁の英語表記は当初の National Board of Patents and Registration of Finland；
NBPR から 2013 年に上記に変更された 
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出願書類(MM2)の記載 

(1)出願人 

国内法において、出願人の表示については、出願人の名称若しくは商号14、居所

及び住所を記載することが規定されている（商標法規則第９条(1)）。 
 

(2) マーク 

商標の定義は、本報告書「（２）商標の定義」に記載の通りである。MM2の第7
欄(a)には基礎出願又は基礎登録と同じ標章の複製を記載する(マドリッド共通規

則9(4)(a)(v))。 
 

(3) 標準文字制度 

特段の規定はない。 
 

(4) 色彩に係る主張 

特段の規定はない。 
 

(5) 標章音訳 

ラテン文字以外の文字からなる商標は、マドリッド共通規則9規則(4)(a)(xii)の規

定により、MM2の第9欄(a)の記載が必須である。したがって日本語の文字からな

る商標の場合、その音訳をMM2の第9欄(a)にラテン文字で記載する必要がある。 
 

(6) 標章の翻訳 

特段の規定はない。 
 

(7) 商標が意味を持たない造語を含む場合 

特段の規定はない。 
 

(8) 立体商標 

特段の規定はない。 
 

(9) 団体商標 

該当する場合には、MM2の第9欄(d)「Collective mark, certification mark, or 
guarantee mark」にチェックを付す。 

 
フィンランド特許庁では、団体標章の登録願書には、団体の規約及び標章使用規

則の他、組合、協会その他関係組織の登録簿からの又は出願団体の活動分野に関

                                                      
14 日本では出願人の名称として商号は記載できない（方式審査便覧 21.54）ため、MM2 の出願人に関

する情報は、マドリッド協定議定書に従って基礎商標と同一の情報を記載する。 
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するその他の報告書からの必要な抜粋の書類を添付する(商標法規則第9条(6)、団

体標章法第3条(1))ことが要求されている。従って、国際登録の領域指定について

は、フィンランド特許庁が暫定的拒絶通報を発送した日から12週間以内に上記書

類をフィンランド特許庁に送付しなければならない(商標法第58条)15。  
 

フィンランド団体標章法第4条第1段落には、団体標章の譲渡は申請に基づき登

録を受けることができると規定されているが、マドプロ制度上、譲渡（名義人の

変更）は、国際登録簿に記録する必要があるため、マドプロの場合は、国際事務

局に申請すればよい。  
 
(10) 標章の記述(説明) 

特段の規定はない。 
 

(11) 標章の称呼 

特段の規定はない。 
 

(12) ディスクレーム制度 

ディスクレーム制度がある(商標法第15条)。 
MM2の第9欄(g)にチェックを付し、商標の構成要素の一部について権利不行使の

旨を記載することにより、権利不行使を認める全ての国において商標の構成要素

の一部について権利不行使を宣言することができる。 
 

(13) 商品及び役務 

ニース条約の分類に従って記載するが、ニース分類の区分の表題(Headings)で認

められない記載があり、その代替案がWIPOホームページの各国情報欄16に示され

ている。 
 

(14) 使用の意思の宣言 

使用の意思の宣言書の提出を求めるマドリッド共通規則第7規則(2)に基づく宣

言をしていないため、不要である。 
 

(15) その他 

特段の規定はない。 
 
 
  

                                                      
15 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc の「Collective and Guarantee 
Marks」の欄を参考のこと 
16 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc
http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc
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（４）審査 

① 実体審査の概略 

フィンランドの実体審査の概略フローを以下に示す。 
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フィンランド特許庁は、国際事務局から国際登録の領域指定の通知を受領した場

合、その登録の適否を審査する(商標法第 56a 条)。  
 
国際登録の領域指定が受理要件を満たし、かつ、登録要件を満たす場合、フィン

ランド特許庁は、当該商標を登録簿に記載し、公告する(商標法第 20 条第１段落及

び第 52c 条)。 
 
その後、公告日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設定され（商標法第 56c 条）、当

該期間内に異議申立が提起されなければ、異議申立期間終了後、フィンランド特許

庁より保護認容声明が国際事務局に送付される（マドリッド共通規則18規則の3(1)）。
また、国際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通規則

18 規則の 3(5)）。 
 
一方、国際登録の領域指定がフィンランド商標法に定める登録要件を満たさない

と認定された場合、フィンランド特許庁は、当該国際登録について、フィンランド

では保護を認めない旨の暫定的拒絶通報を国際事務局に通知する。フィンランド特

許庁から国際事務局への通知は領域指定通知日から 18 ヶ月以内に行われる（商標法

第 56b 条第 1 段落）。  
暫定的拒絶通報の応答期限は、フィンランド特許庁が暫定的拒絶通報を発送した

日から 12 週間以内である。 
なお、フィンランド特許庁では、団体標章の登録願書には、団体の規約及び標章

使用規則の他、組合、協会その他関係組織の登録簿からの又は出願団体の活動分野

に関するその他の報告書からの必要な抜粋の書類を添付する(商標法規則第 9 条(6)、
団体標章法第 3 条(1))ことが要求されている。従って、国際登録の領域指定について

は、上記書類を上記 12週間以内にフィンランド特許庁に送付しなければならない(商
標法第 58 条)17。 

 
暫定的拒絶の通報に対する応答の概要は以下のとおりである。 

1) フィンランドに住所がない国際登録の名義人がフィンランド特許庁に暫定的

拒絶通報に対する応答書面を提出することを望む場合、欧州経済地域に居住

する代理人を任命する。この場合、欧州経済地域に住所がある法人も代理人

として任命できる(商標法第56f条)。  
2) 拒絶の通報に記載されている拒絶理由に対する意見書を提出する。 
3) 必要に応じて意見書を正当化するための証拠を提出する。 
4) 必要に応じて出願の補正を行う(商標法第56b条第2段落)。 

 
意見書の提出及び出願の補正はフィンランド特許庁に国内手続として直接手続で

きる（商標法第 56b 条）。この場合、応答に使用する言語はフィンランド語又はス

                                                      
17 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc の「Collective and Guarantee 
Marks」の欄を参考のこと 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc
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ウェーデン語であることに留意する。また、国際事務局に対して MM6 を申請するこ

とにより指定商品及び役務の変更することもできる。ただし、国際事務局に対して

申請する場合、当該変更が国際事務局からフィンランド特許庁に通知されるのが暫

定的拒絶の通報の応答期間経過後になると国際登録の領域指定の保護の拒絶が確定

する可能性があることに留意する必要がある。 
 

暫定的拒絶通報に対する応答の結果、拒絶理由が解消された場合、又は一部拒絶

に応答しなかった場合は、当該国際登録に対して登録を認める旨が公報に公告され

る。その後、公告日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設定され、異議申立の提起がな

ければ保護付与の決定がなされ、フィンランド特許庁は国際事務局に保護認容声明

を送付し、国際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通

規則 18 規則の 3(2)(5)）。 
 
当該国際登録の名義人が提出した意見書に、当該商標がフィンランド商標法に定

める登録要件を満たすに足る根拠が示されていない場合は、フィンランド特許庁は、

当該国際登録がフィンランドにおいては効力を有さないか又は部分的に有する旨の

決定を行う（商標法第 56b 条第 2 段落）。 
当該国際登録の名義人がフィンランド特許庁の暫定的拒絶通報に関する意見書を

指定期限内に提出しない場合、当該国際登録はフィンランドでは効力を認められな

い。当該暫定的拒絶通報が国際登録対象商品の一部のみに係る場合、当該国際登録

は、フィンランド特許庁から通知されていない商品・役務のみフィンランドにて効

力を有する（商標法第 56b 条第 3 段落）。  
 

フィンランド特許庁の拒絶決定通知がフィンランドにおける登録を求める国際登

録の名義人に対して不利であるか、又はその事件が却下された場合、国際登録の名

義人は、商事裁判所に審判を請求することができる（商標法第 42 条、第 56l 条第 1
段落、第 51a 条）。  

 
裁判所への不服申立の結果、拒絶理由が解消されなかった場合又は拒絶決定に対

する不服申立が請求されなかった場合、フィンランド特許庁は保護拒絶の確定声明

を行い、国際事務局にその旨を通知する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(3)）。国

際事務局は当該通知を国際登録の名義人に送付する（マドリッド共通規則 18 規則の

3(5)）。 
 
上訴を経て保護が認められ、国際事務局に保護認容声明を送付した後、その認容

の公告日から 2 ヶ月間の異議申立期間が設定される。フィンランドにおける国際登

録に対する異議申立は、当該公告日から 2 月以内に、フィンランド特許庁に書面で

行わなければならない(商標法第 56c 条第 2 段落)。 
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② 審査内容 

フィンランド特許庁は、国際事務局から国際登録の領域指定の通知を受領した場

合、絶対的拒絶理由及び相対的拒絶理由の有無について実体審査をする(商標法第

56a 条)。 
 

③ 暫定的拒絶通報の期間 

国際事務局がフィンランド特許庁に対して領域指定を通知した日から 18ヶ月以内

に、フィンランド特許庁は、当該国際登録はフィンランドでは効力を認められない

旨の暫定的拒絶通報を国際事務局に通知する18。また、マドリッド協定議定書第 5
条(2)(c)の宣言により19、当該 18 ヶ月の期間満了後も異議申立により暫定的拒絶の通

報が行われる場合もあり、その場合も、フィンランド特許庁は国際事務局に対して

暫定的拒絶の通報を通知する。国際事務局はこれら暫定的拒絶の通報を国際登録の

名義人に通知する（マドリッド共通規則 17 規則(4)）。 
 

④ 絶対的拒絶理由の内容 

1) 識別力（商標法第 13 条） 
商標は、その所有者の商品を他人の商品から識別できなくてはならない。 
商品の種類、品質、数量、用途、価格、生産場所若しくは生産時期のみを表示

するか又はそれに若干の変更若しくは付加したに過ぎない標章は、識別性がある

とは認められない。また、商品の技術的効果を実現するのに必要な商品の特徴で

ある形態又は商品の価値を実質的に高める形態のみで構成されている標章も識

別性があるとは認められない。 
商標が識別性を有するか否かについては、すべての事情、特に当該標章が使用

されている期間と程度を考慮して判断する。  
 

2) 法律又は公序良俗に反する場合（商標法第 14 条(1)） 
 

3) 公衆に誤認させる虞がある場合（商標法第 14 条(2)） 
 

4) 国の国旗等（商標法第 14 条(3)） 
適正な許可なく、国の紋章、国旗その他の記章、当該商標が対象とする商品と

同一若しくは類似の種類の商品について国家が使用する監督若しくは保証用の

標識若しくは印章、フィンランド地方自治体の紋章、国際機関の旗、紋章その他

の記章、名称若しくは略称、又は前記記章、標章、名称若しくは略称との混同を

生じさせる虞がある紋章図柄、記章、名称若しくは略称が含まれている場合 
 

                                                      
18 マドリッド協定議定書 5 条(2)(b)の宣言
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
19 マドリッド協定議定書 5 条(2)(c)の宣言 
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
 

http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html
http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html
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5) 植物品種の登録名称との混同を生じさせる虞がある場合(商標法第 14 条(10)) 
 

6) 原産地名称及び地理的表示保護に違反する場合（商標法第 14 条(11)）20 
登録原産地名称登録出願後又は登録地理的表示登録出願後の、以下の(a)〜(c)

に該当する商標の同一産物に関する商標登録出願は拒絶される21。 
 
(a)登録産物でない産物の登録名称の直接的又は間接的営利使用であって、当該

産物が登録産物と類似しているか又は当該名称の使用が登録名称の評判を

不当に利用する場合22。 
(b)悪用、模倣又は再現。産物の真の原産地が表示されている場合、又は登録名

称の翻訳若しくは「style」、「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」
等の類似表現が記載されている場合23。 

(c)産物に関する内装、外装、広告用の資料又は書類に記載された表示であって、

産物の出所、原産地、種類又は基本的品質に関して虚偽又は誤認を生じさせ

るもの、及び原産地誤認の虞のある容器に当該産物を格納すること 
 

7) ワインの原産地名称及び地理的表示保護に違反する場合（商標法第 14 条(11)）24 
登録原産地名称又は登録地理的表示の原産地名称又は地理的表示保護登録の委

員会への出願日後に出願され、以下(a)〜(d)に該当し、かつ、農産物市場の共同

組織化を確立する一定農産物の特別規定に関する規則(EC)No.1234/2007 (単一

共同市場組織化規則)を修正する理事会規則(EC)No.491/2009 付属書類 XIb に掲

載されたカテゴリに該当する産物に関する商標は、拒絶される25,26,27。 
                                                      
20 農産物及び食品に係る地理的表示及び原産地名称の保護に関する理事会規則(EC)No.510/2006 第 14
条に違反する場合をいう。 
21 欧州法の遵守を前提として、欧州域内での原産国での原産地名称若しくは地理的表示の登録前又は

1996 年 1 月 1 日前に、善意で出願され、登録され又は使用により確立されている商標は、当該原産地名

称又は地理的表示の登録後も使用できる。ただし、当該商標に、加盟国の商標法の調和に関する 1988 
年 12 月 21 日の第 1 理事会指令 89/104/EEC 又は共同体商標に関する 1993 年 12 月 20 日の理事会規

則(EC)No.40/94 に定める無効又は取消の理由が存在しないことを条件とする(農産物及び食品に係る

地理的表示及び原産地名称の保護に関する理事会規則(EC)No.510/2006 第 14 条第 2 段落)。 
22 ただし、農産物又は食品の一般名称を含む場合は、該当する農産物又は食品への当該一般名称の使用

は認められる(農産物及び食品に係る地理的表示及び原産地名称の保護に関する理事会規則

(EC)No.510/2006 第 14 条第 1 段落<a>後段)。 
23 ただし、農産物又は食品の一般名称を含む場合は、該当する農産物又は食品への当該一般名称の使用

は認められる(農産物及び食品に係る地理的表示及び原産地名称の保護に関する理事会規則

(EC)No.510/2006 第 14 条第１段落<b>後段)。 
24農産物市場の共同組織化を確立する一定農産物の特別規定に関する規則(EC)No.1234/2007 (単一共同

市場組織化規則)を修正する理事会規則(EC)No.491/2009 第 1181 条に違反する場合をいう 
25 産物仕様書に従って製造されたワインを売買する仲介者であれば、登録原産地名称及び登録地理的

表示を用いてよい(農産物市場の共同組織化を確立する一定農産物の特別規定に関する規則

(EC)No.1234/2007 (単一共同市場組織化規則)を修正する理事会規則(EC)No.491/2009第 1181条第 1段

落後段)。 
26 欧州法の遵守を前提として、共同体域内で原産国における原産地名称若しくは地理的表示の登録日前

に出願され、登録され又は使用により確立されている場合、原産地名称又は地理的表示が登録された

後も当該商標を使用できる。ただし、当該商標に、加盟国の商標法の調和に関する 1988 年 12 月 21
日の第 1 理事会指令 89/104/EEC 又は共同体商標に関する 1993 年 12 月 20 日の理事会規則

(EC)No.40/94 に定める無効又は取消の理由が存在しないことを条件とする(農産物市場の共同組織化
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(a)登録対象でない産物の登録名称の直接的又は間接的営利使用又は製品仕様

書に準拠しない使用28。 
(b)悪用、模倣又は再現。産物の真の原産地が表示されている場合、又は登録名

称の翻訳若しくは「style」、「type」、「method」、「as produced in」、「imitation」
その他類似の表現が記載されている場合も同様とする。 

(c)当該ワインに関する、内装又は外装、広告用の資料又は書類に記載された表

示であって、産物の出所、原産地、種類又は基本的品質に関して虚偽又は誤

認が生じるもの、及び産物の原産地誤認の虞のある容器にその産物を格納す

ること。 
(d)消費者に原産地を誤認させる虞のあるいかなる行為。 

 

8) 蒸留酒の地理的表示保護に違反する場合29 
地理的表示30を含む商標の登録で以下に該当する商標は、拒絶し、無効とする31。 

(a)登録の対象でない蒸留酒の直接的又は間接的営利使用32。 

(b)悪用、模倣又は再現。産物の真の原産地が表示されている場合、又は地理的

表示の翻訳若しくは「like」、「type」、「style」、「made」、「flavour」その他類

似の表現が記載されている場合も同様とする。 

(c)当該蒸留酒の原産地誤認の虞のある記載、発表又は表示であって、産物の出

所、原産地、種類又は基本的品質に関して虚偽又は誤認が生じるもの。 

(d)消費者に原産地を誤認させる虞のあるいかなる行為。 

                                                                                                                                                      
を確立する一定農産物の特別規定に関する規則(EC)No.1234/2007 (単一共同市場組織化規則)を修正す

る理事会規則(EC)No.491/2009 第 1181 条第 2 段落)。 
27一般化した名称は原産地名称又は地理的表示として登録されないため、保護された原産地名称又は地

理的表示が一般化された場合はこの限りではない。ここでいう「一般化した名称」とは、ワインの名称

が、当該産物が本来的に生産され売買される場所や領域に関連している場合であっても、共同体内で一

般化することを意味する。当該名称の一般化を立証するためには、全ての関連する要素、特に(a) 共同

体内、特に消費されている領域に存在する事情；(b) 関連する共同体又は各国法制；が考慮される(第
118k 条(1)) 
28 ただし、登録産物と類似の産物か、又はその名称の使用が登録名称の評判を不当に利用する場合に限

る(農産物市場の共同組織化を確立する一定農産物の特別規定に関する規則(EC)No.1234/2007 (単一共

同市場組織化規則)を修正する理事会規則(EC)No.491/2009 第 1181 条第 1 段落<a>)。 
29 蒸留酒の地理的表示の定義、説明、提示、ラべル表示及び保護に関する理事会規則(EEC)No.1576/89
を廃止する欧州議会及び理事会規則(EC)No.110/2008 第 23 条に違反する場合 
30 蒸留酒の地理的表示の定義、説明、提示、ラべル表示及び保護に関する理事会規則(EEC)No.1576/89
を廃止する欧州議会及び理事会規則(EC)No.110/2008 付属書類 III に掲載された地理的表示をいう 
31 欧州法の遵守を前提として、当該使用が(a)～(d)のいずれかに該当する商標で、欧州域内の原産国に

おける地理的表示の登録日前又は 1996 年 1 月 1 日前に、善意で出願され、登録され又は使用により確

立されている場合、当該地理的表示の登録後も当該商標を使用できる。ただし、当該商標に、加盟国の

商標法の調和に関する 1988 年 12 月 21 日の第 1 理事会指令 89/104/EEC 又は共同体商標に関する

1993 年 12 月 20 日の理事会規則(EC)No.40/94 に定める無効又は取消の理由が存在しないことを条件

とする。 
32  ただし、当該産物が登録地理的表示の下で登録されている蒸留酒と類似していること、又は当該使

用が登録地理的表示の評判を不当に利用する場合に限る(蒸留酒の地理的表示の定義、説明、提示、ラ

べル表示及び保護に関する理事会規則(EEC)No.1576/89 を廃止する欧州議会及び理事会規則

(EC)No.110/2008 第 23 条第 1 段落<a>後段)。 
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⑤ 相対的拒絶理由の内容 

他人と混同を生じさせる商標33（商標法第 14 条(4)-(9)） 
1) 氏名名称等（商標法第 3 条第 2 段落、第 14 条(4)） 
他人の保護商号、補助商号若しくは副次的標章であるとの印象を与えるか、又

は死去後長期間が経過した者に明白に関係する場合を除き、他人の名称若しくは

肖像であるとの印象を与える虞があるもので構成されるか又はそのようなもの

を含む場合（商標法第 14 条(4)） 
 

なお、他人の名称又は商号、また、他人の補助商号又は副次的標章が識別機能

を欠いている場合又は取引分野若しくは関係商品の種類が異なっている場合を

除いて、商標中に含めてはならない。(第 3 条)。 
 

2) 他人の著作権等（商標法第 14 条(5)） 
独創性を備え、保護されている他人の文学作品若しくは芸術作品の題名である

との印象を与える虞があるもので構成されるか若しくはそのようなものを含む

場合、又は当該作品についての他人の著作権又は挿絵写真若しくは登録意匠に関

する権利者の権利を侵害する場合  
 

3) 他業者の名称若しくは保護商号、補助商号若しくは副次的標章、先願に基づ

いて登録されている他人の商標又は出願の時点で既に確立されている他人の取

引標章との混同を生じさせる虞がある場合（商標法第 14 条(6)） 
 

4) 出願時に既に他人が自己の商品に使用している取引標章との混同を生じさせ

る虞がある場合に、出願人がその出願時に当該使用を認識し、かつ、当該他の

取引標章の使用前に自己の標章を使用していなかった場合 （商標法第14条(7)） 
 

5) フィランド又は欧州共同体で有効な国際登録の保護対象であり当該国際登録

に基づきフィンランド又は欧州共同体で先に権利を認められている商標との混

同を生じさせる虞がある場合（商標法第 14 条(8)） 
 

6) 共同体商標に関する理事会規則(EC) No. 40/94 に基づき欧州共同体域内市場

で機能する欧州共同体商標意匠庁(共同体商標庁)によって登録された共同体商

標(商標法第 57 条)であって、先の出願に基づいて登録されているか又は理事会

規則第 34 条若しくは第 35 条に基づくフィンランドからの優先順位を有してい

るものとの混同を生じさせる虞がある場合（商標法第 14 条(9)） 
 

  

                                                      
33  権利の関係人が同意するときは、登録が他の規定に反さない限り、登録を受けることができる。 
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（５）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続 
① 暫定的拒絶通報の見本と翻訳、内容の説明（使用言語）、全部拒絶/一部拒絶の取扱い 

1) 暫定的拒絶の通報に使用されている言語は英語。 
 

2) 暫定的拒絶の通報には、拒絶理由及び拒絶理由に対応する応答方法の説明、応

答期間は暫定的拒絶通報の発送日から１２週間であること、暫定的拒絶通報への

応答は、欧州経済地域に居住する代理人を介して、フィンランド語か又はスウェ

ーデン語で行うこと、との注意書きが記載されている。 
 

3) 全部拒絶／一部拒絶の取扱は、暫定的拒絶通知書の「VI」欄に当該拒絶の適用

範囲が示され、具体的な拒絶の対象は「Other information concerning the 
international registration which is subject of the refusal:」欄に記載される。拒絶

の対象が一部の商品・役務に対してのみの場合で、当該暫定的拒絶理由通知書に

応答しなかった場合は、拒絶された対象についてのみ拒絶され、拒絶理由のない

商品・役務は保護される(商標法第 56b 条第 3 段落)。 
 

4) 暫定的拒絶の通報の例は次のとおりである。 
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フィンランドを領域指定した 
国際登録に係る暫定的拒絶理由通報 

I. 通報を行う機関： 
フィンランド特許庁 

II. 国際登録番号  

III. 拒絶の対象である国際登録に関する情報  

IV. 拒絶理由の内容 

V. 拒絶理由に関する関連条項 

VI. 拒絶の範囲  

VII. 拒絶理由に対する応答に関する情報：
応答期限、使用言語、応答しなかった場合
の手続き等が記載される  
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VII. 拒絶理由に対する応答に
関する情報(続き)  
注意書き：登録が許可される
場合には、公告日から 2 ヶ月
以内に異議申立がされる可能
性があること 
異議申立は領域指定の通知日
から 18 ヶ月経過後にも提起
される可能性があること 

VIII. 暫定的拒絶の通報日  

IX. 機関による署名 
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② 暫定的拒絶通報への応答期間 

1) 「（5）暫定的拒絶通報を受領した場合の国際登録出願名義人の応答手続②」の

欄で述べたとおり、暫定的拒絶通報に対する応答期限は、フィンランド特許庁が

暫定的拒絶通報を発送した日から 12 週間以内である34。 
 

2) 国際登録の領域指定の通報がなされた日から 18 ヶ月以内にフィンランド特許

庁から暫定的拒絶通報が送付されたにもかかわらず（マドリッド協定議定書第 5
条(2)(b)）、暫定的拒絶通報に対する意見書を指定期限内に提出しない場合、当

該国際登録は、フィンランドでは効力を認められない(商標法第 56b 条第 1 段落)。 
  

拒絶の理由が国際登録の商品・役務の一部のみの場合、当該国際登録は、暫定的

拒絶通報に応答しなくとも、拒絶理由のない商品・役務についてはフィンランド

で保護される(商標法第 56b 条第 3 段落)。 
 

③ 現地代理人の必要性の有無 

暫定的拒絶の通報に対する応答について、フィンランドに住所がない国際登録の

名義人は、欧州経済地域に居住する代理人であって、国際登録の領域指定に関する

事項について自己を代理する現地代理人を選任しなければならない（商標法第 31
条(1)、商標法規則第 9 条(2)）。 

 
④ 国際登録出願名義人本人が現地代理人なしでできる手続 

上記③で述べたように、国際登録の名義人は暫定的拒絶の通報に対する応答を自

身で行うことができず、フィンランドに居住していないあるいは支店、営業所等の

拠点がない国際登録の名義人は、実質的に現地代理人を選任し、その現地代理人の

住所をフィンランド特許庁に届け出る手続が必要である。また、応答に際して、指

定商品及び役務の一部減縮（MM6）は、国際事務局に対して手続を行うことができ

る（マドリッド共通規則 25(1)(a)）。したがって、国際登録の領域指定に係る指定

商品・役務の減縮（MM6）により、暫定的拒絶の通報に記載された拒絶理由が解消

していれば、登録は認められると考えられる。  
ただし、当該変更が国際事務局から通知されるのが暫定的拒絶の通報の応答期間

経過後になると国際登録の領域指定の保護の拒絶が確定する可能性があるため、当

該変更を申請した旨を通知しておくことが望ましい。 
 

⑤ 暫定的拒絶通報に対しフィンランド特許庁に直接応答しない場合又は直接応答

後も拒絶理由が解消しない場合の拒絶確定までの概略 

フィンランド特許庁は、国際登録の名義人からの応答を検討し、フィンランド特

許庁の暫定的拒絶通報に関して当該国際登録の名義人が提出した意見書に当該商標

がフィンランド商標法に定める登録要件を満たすに足る根拠が示されていない場合、

                                                      
34 WIPO の以下のページ http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=designated によ

ればこの暫定的拒絶通報に対する応答期限は延長されることがあるようである。 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=designated
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当該国際登録がフィンランドでは効力を有さないか又は部分的に有する旨の決定を

行う(商標法第 56b 条第 2 段落)。フィンランド特許庁は、拒絶決定通知を国際登録

の名義人に送付し、不服申立期間経過後、又は 不服申立後拒絶が確定した場合、

フィンランド特許庁は保護拒絶（全部）の確定声明を国際事務局に対して送付する

（マドリッド共通規則 18 規則の 3(3)）。国際事務局は、当該通知を国際登録の名

義人に送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(5)）。 
 
 
（６）拒絶理由解消後又は拒絶理由が存在しない場合の登録までの概略 

暫定的拒絶の通報に記載された拒絶理由が解消され、又は暫定的拒絶が通報され

なかった場合、フィンランド特許庁は、当該国際登録を登録簿に記載し、それを公

告する(商標法第 56c 条)。 

 
なお、商標法に基づく公告は、フィンランド特許庁が発行する商標公報でなされ

る。登録に関する国際登録の領域指定に関する書類及び添付書類は、公告日から 2

月間、フィンランド特許庁にて公開される(商標法規則第 21 条)。  

 
公告により公開される事項は以下のとおりである(商標法第56c条第1段落、第20条)。 

1) 公告日 
2) 国際登録番号 
3) 商標 
4) 国際登録日又は事後指定日 
5) 国際登録の名義人の名称若しくは商号及び居所 
6) 国際登録の名義人が代理人を任命している場合は、代理人の名称 
7) 商標権の対象となる商品若しくは役務の類 
8) 団体標章に関する記載  

さらに、商標が色彩商標である場合はその旨の表記、フィンランド特許庁が相当と

判断する場合は商標のその他の特徴、及びディスクレーム及び優先権の記載も含ま

れる。商標法第56c条第2段落に規定する国際登録に対する異議申立の可能性につい

ても周知される(商標法規則第22a条)。 
 
フィンランドにおける国際登録に対する異議申立は、当該公告日から2月以内にフ

ィンランド特許庁に書面で行う(商標法第56c条)旨規定されている。当該異議申立期

限が国際事務局の領域指定の通知から18ヶ月経過後に満了する場合、フィンランド

特許庁は、国際事務局の領域指定の通知から18ヶ月以内に、国際事務局の領域指定

の通知から18ヶ月経過後に異議申立に基づく暫定的拒絶通報が送付される可能性が

あることを国際事務局に通知する35(商標法第56d条第2段落)。異議申立がされた場

                                                      
35 参照:通知に関して、本報告書(5)①4) 暫定拒絶通報の第Ⅶ。職権審査に基づく暫定拒絶通報におい
て、領域指定通知日から 18 カ月経過後に異議申立の可能性がある旨記載されている。 
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合、当該登録がフィンランドで効力を有さない旨の暫定的拒絶の通報は、当該異議

申立期限の経過後1月以内に行う(商標法第56d条第3段落)。  
期間内に異議申立がなかった場合、フィンランド特許庁にて権利保護の付与が決定

する。フィンランド特許庁は国際事務局に保護（一部又は全部）認容声明を送付す

る（マドリッド共通規則18規則の3(1)(2)）。国際事務局は、当該通知を国際登録の

名義人に送付する（マドリッド共通規則18規則の3(5)）。 
 
なお、異議申立が行われた後、当該国際登録の対象である商標がフィンランド商標

法に定める登録要件を満たさないとフィンランド特許庁が認定する場合、 フィンラ

ンド特許庁は、暫定的拒絶通報を国際事務局に通知する(商標法第56d条第1段落)。 
異議申立の後に、当該国際登録のフィンランドにおける効力否定の決定が確定した

場合、フィンランド特許庁がその旨を公告する(商標法第56d条第3段落)。  
フィンランド商標法に定める登録要件を満たさないとの認定が国際登録の商品・役

務の一部のみの場合、当該国際登録は、暫定的拒絶通報に応答しなくとも、拒絶理

由のない商品・役務については、フィンランドで保護される(商標法第56b条第3 段
落)。 

 
フィンランド特許庁は、登録について何らの不備も認められないと判断した場合は

異議申立を却下する(商標法第21条第2段落)。異議申立が不成立の場合、フィンラン

ド特許庁は、国際事務局に保護認容声明を送付する（マドリッド共通規則18規則の

3(2)）。 
 
 
（７）登録 

① 登録簿 

1) フィンランド特許庁において、国際登録の領域指定についてフィンランドにお

ける保護が認められ、公報にて公告された後、異議申立期間を経て保護付与が決

定されると、フィンランド特許庁にて管理されている登録簿にその旨が登録され

る（商標法第 20 条、商標法規則 12）。 

 
なお、登録によって取得される商標における排他的権利は、標章のうち商標と

して登録することができない部分には及ばないため、商標に当該部分が含まれ、

かつ、当該商標の登録によって排他的権利の範囲について不明確さが生じる可能

性があると認められる特別な理由がある場合は、当該部分の保護は、登録に際し

て権利の部分放棄として明記される。保護の対象から除外された商標の一部が後

に登録適格を有するに至った場合、当該部分を対象とするか又は当該部分を除外

しない当該商標の全体を対象とする新たな登録を行うことができる(商標法第15
条)。 

 
登録簿には次に掲げる事項を記載する。 
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(a) フィンランド特許庁が付与する出願番号 
(b) 国際登録番号と国際登録日（又は事後指定日） 
(c) 商標所有者の名称若しくは商号及び居所 
(d) 登録商標の対象となる商品又は役務の類及び商品又は役務 
(e) 該当する場合は、団体標章に関する記載 
(f) 当該登録が法的効力を有さない旨の記載 
(g) 商標法第56g条第2段落36に基づく記載 
(h) 当該出願が国際登録に基づくことであることの記載 
(i) 商標法第52条に基づく措置37に関する記載 

 
商標法第15条(マークのディスクレーム)に定める保護範囲からの除外及び優先

権(商標法第18条及び第30条)も登録簿に記載される。 
商標の色彩等フィンランド特許庁の裁量で商標の他の特徴も記載される。国際

登録の名義人がフィンランドに在住していない場合、国際登録の名義人の代理人

が登録簿に記載される。 
 
代理人の記載は、フィンランド特許庁が適切と判断する場合にもなされる(商標

法規則第2条)。 
 
登録商標の全部又は一部が国際登録簿から取り消された場合は、フィンランド

特許庁は、登録簿から対応する部分を抹消し、その旨を公告する(商標法第56h
条)。  

 
国際登録に関連し、かつ、フィンランド特許庁が通知を受けた更新、譲渡及び

国際登録簿からの取消し並びにライセンスは公告される(商標法第56k条)。 
 
2) フィンランドで効力を有する国際登録は、国際事務局により付与された国際登

録日から効力を生じる(商標法第 56e 条)。  

                                                      
36 フィンランドで登録されている商標の所有者が、同一商標についてフィンランドで効力を有する国際

登録を付与され、かつ、国内登録の対象である商品・役務のすべてが当該国際登録の商品・役務の一覧

に含まれている場合、当該商標の国際登録は既存の国内登録を代替する。フィンランド特許庁は、代替

の記録を求める請求があった場合は、当該商標の国際登録が効力を有する旨を登録簿に登録し、その旨

を公告する(商標法第 56g 条)。この場合、フィンランド国内登録の登録番号及び有効な国際登録の登録

番号が共に公示される(商標法規則第 26a 条)。 
37 フィンランド特許庁が国際事務局から国際登録の通知を受領し、当該国際登録における保護の開始

日が同一商標に対するフィンランドにおける登録による保護の開始日より早く、かつ、当該国際登録

の対象商品がフィンランドにおける登録の対象商品と全面的又は部分的に同一である場合に、関係国

内登録に関する決定を取り消して当該事項に関し新たな決定を行った場合、及び、フィンランド特許

庁が登録付与の決定を行った後、異議申立期間が経過する前に登録付与の決定が手続上の明白な誤り

に基づくことを発見した場合に、その誤った決定を取り消して当該事項について新たな決定をした場合

である。 
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なお、第三者は、フィンランド特許庁に特定の語の商標が登録簿に登録されて

いるか否かを問い合わせできる(商標法規則第20条)。  
 

② 登録証書の発行 

登録証書は発行されない。  
 
 
（８）登録後の注意事項 

1) フィンランド商標法における「登録」 

フィンランド商標法では、「登録」に関して、販売その他の方法で事業において

提供される商品を他人の商品から識別する独特の標章としての商標に排他的権利

を与える(商標法第 1 条第 1 段落)と規定されている。 

 

しかし、商標の排他的権利は、当該標章が確立された後は、登録なしでも取得す

ることができ、フィンランド商標法で規定される商標である独特の事業標章以外

の標章における排他的権利も、当該標章が確立されることにより取得することが

できる点に留意する。当該取引標章は、フィンランドの関係業界若しくは消費者

間で、当該所有者の商品に特有の標章として一般に認識されるに至っている場合

に確立されているとみなされる(商標法第 2 条)。  

 

2) 登録商標の無効 

商標がフィンランド商標法の規定に違反して登録されている場合は、特段の事情

が認められない限り、当該登録は無効と宣言される(商標法第 25 条)。 

商標の排他的権利は、次の場合は無効とされる。 

(a) 商標が登録時又は確立時に備えていた識別力が喪失したことが明らかな場合 

(b) 商標が登録時又は確立時より後に誤認を生じさせるようになったか又は法

律若しくは公序良俗に反するものとなった場合 

  登録無効の理由が、商標の登録商品の一部に存在するにすぎない場合、登録は、

当該商品についてのみ無効とされる(商標法第 26 条第 1 段落及び第 3 段落)。  

 

3) 商標の不使用に基づく登録無効(商標法第 26 条第 2 段落) 

登録商標が過去 5 年間使用されておらず、かつ、所有者がその不使用について正

当な理由を提示できない場合は、当該商標の登録は無効とされる。 

所有者の同意を得た商標の使用は、所有者自身による使用と同等とみなされる。 

ただし、5 年間の不使用期間が経過したが登録無効の請求前に当該商標が使用さ

れた場合は、登録無効を請求することはできない。 
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当該商標の使用が無効の請求前 3 月以内に行われた場合であって、無効請求の行

われることを所有者が知った後に当該使用の準備が開始された場合は考慮されな

い。 

 

4) 商標無効の訴の提起(商標法第 27 条) 

商標の所有者を相手方として商標登録無効審判が提起された場合、商事裁判所が

登録無効かつ商標失効を宣言するか否かについて判決を下す。  

商標登録により不利益を受ける者であれば何人も、上記無効審判を提起すること

ができる。 

その事件の無効理由が、上記「（４）審査④絶対的拒絶理由」に記載した絶対的

拒絶理由(商標法第 13 条、第 14 条第 1 段落(1)〜(3))又は上記 2)及び 3)の商標法第

26 条に基づく無効理由の場合は、公訴官又は関連事業若しくは関連事業者の利益

を保護する機関も、登録無効審判を提起することができる。 

原告からの請求により登録無効審判の提起が登録簿に記載される。 

 

5) なお、国際登録の領域指定が、フィンランドにおいて登録された後に無効となっ

た場合は、フィンランド特許庁から国際事務局にその旨通報される(マドリッド議定

書第 5 条(6))。 

 

6) 印刷物への商標の掲載  

辞書、用語集、マニュアルその他類似の印刷又はデータネットワークによる出版

物の著者、編集者又は出版者は、登録商標の所有者から請求があった場合は、当

該出版物において必ず商標が登録されている旨の記載をしなければならず、その

旨の記載をしなかった場合は、適切な態様及び程度で訂正を公表し、かつ、その

公表費用を負担しなければならない(商標法第 11 条)。  

 
 
（９）異議 

1) 異議申立の期間（商標法第 56c 条） 

国際登録の領域指定について、フィンランドにおける登録要件を満たすと判断さ

れると、公報にて公告される。異議申立の期間は、当該公告日から 2 月以内であ

る(商標法第 56c 条)。 

  
この期間内に何人も保護の付与に対してフィンランド特許庁に異議申立を請求

することができる。フィンランド特許庁は、特定の語からなる商標が登録簿に登

録されているか否かについての公衆による質問に答える義務を負い(商標法規則第
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20条)、登録が認められた国際登録の領域指定に関する書類は、公告日から2月間、

フィンランド特許庁で公開される(商標法規則第 21 条)。 

  
異議申立の請求がなされると、国際事務局に対して異議申立による拒絶理由を明

記した暫定的拒絶の通報を送付する（マドリッド共通規則 17）。 

 
異議申立期限が国際事務局による国際登録の領域指定の通知日から 18 ヶ月が経

過した後に満了する場合、フィンランド特許庁は、国際登録の領域指定の通知日

から 18 ヶ月以内に、国際登録の領域指定の通知日から 18 ヶ月経過後に異議申立

に基づく暫定的拒絶通報が送付される可能性がある旨国際事務局に通知する38。こ

の場合、異議申立に基づく暫定的拒絶の通報は、異議申立期間の経過後 1 月以内

に行われる(商標法第 56d 条)。 

 
2) 異議申立の要件（商標法規則第11条第１段落） 

フィンランド特許庁に手数料(商標法第 58 条)とともにフィンランド語又はスウ

ェーデン語の書面で 2 通提出する。また、異議申立書に添付する書類も可能な限

り 2 通提出する。異議申立書には、異議申立理由を記載し、異議申立に関わる商

品又は役務を明記する。 

 
3) 国際登録の名義人の答弁書（商標法規則第11条第2段落） 

異議申立書の送付を受けた国際登録の名義人は、その異議申立に対して特定の期

限内に答弁書を提出できる(商標法規則第 18 条)。 

フィンランドに住所がない国際登録の名義人が、フィンランド特許庁に答弁書を

提出することを望む場合は、当該名義人は、欧州経済地域に居住する代理人を任

命しなければならないが、その場合、欧州経済地域に住所がある法人も代理人と

できる(商標法第 56f 条)。  

 
4) 異議申立の決定（商標法第21条） 

異議申立後、フィンランド特許庁は、当該国際登録の対象である商標が、上記「（４）

審査 ④絶対的拒絶理由の内容及び⑤相対的拒絶理由の内容」に記載した、フィ

ンランド商標法に定める登録要件を満たしているか審理し、登録要件を満たして

いないと認定した場合、当該国際登録の領域指定について拒絶を決定する(商標法

第 21 条第 1 段落)。異議申し立て後、拒絶となる場合、フィンランド特許庁は拒

絶決定通知を国際登録の名義人に送付し、不服申立期間経過後又は不服申立後拒

絶が確定した場合、フィンランド特許庁は当該国際登録の領域指定について、保

                                                      
38 参照:通知に関しては、本報告書（5）4) 暫定拒絶通報の第Ⅶ。職権審査に基づく暫定拒絶通報にお

いて、領域指定通知日から 18 カ月経過後に異議申立の可能性がある旨記載されている。 
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護拒絶確定声明を国際事務局に送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(3)）。

なお、異議申立の対象が一部のみの場合には、保護(一部)認容声明を国際事務局に

送付する（マドリッド共通規則 18 規則の 3(2)）。 

国際登録の領域指定について、異議申立により拒絶が確定したときは、フィンラ

ンド特許庁がその旨を公告する(商標法第 56d 条)。当該公告には、国際登録番号及

び国際登録の名義人の名称若しくは商号が記載される(商標法規則第 23 条)。 

異議申立人が異議申立を取り下げた場合であっても、特段の理由が存在するとき

は、当該事項の審査がされることがある(商標法第 20 条第 3 段落)。  

   
フィンランド特許庁は、登録について何らの不備も認められないと判断した場合

は異議申立を却下する(商標法第 21 条第 2 段落)。異議申立が不成立の場合、フィ

ンランド特許庁は、国際事務局に保護認容声明を送付する（マドリッド共通規則

18 規則の 3(2)）。 

 
 
（１０）上訴 

フィンランド特許庁の決定がフィンランドでの登録を求める国際登録の名義人

に対して不利であるか、又はその事件が却下された場合は、国際登録の名義人は、

当該決定に対する審判請求をすることができる(商標法第 56l 条第 1 段落)。 

 
異議申立があったにも拘らず国際登録の領域指定がフィンランドにおいて効力

を有する旨のフィンランド特許庁の決定に対して、当該異議申立人は、審判請求

をすることができる。 (商標法第 56l 条第 2 段落)。 

 
フィンランド商標法に基づくフィンランド特許庁の決定に対する審判請求は、決

定通知受領から 60 日以内に商事裁判所に提出する。審判請求手続及び裁判所にお

ける審理手続については、別途定める規則が適用される(商標法第 42 条、第 51a

条、特許及び登録に関する法律第 6 条等)39,40。 

 
 
（１１）権利行使 

① 権利の発生時期、条件 

国内商標の登録は、出願日から有効であり、登録日から 10 年間効力を持続し、

更新の申請により登録の効力が持続する。登録の更新は、その有効期間の満了前 1

年以内及び満了後 6 月以内の期間に行い、更新手数料が納付されて登録更新がさ

                                                      
39 http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/2013/20130578#P6 
40 http://www.finlex.fi/fi/laki/alkup/2013/20130100 

http://www.finlex.fi/fi/laki/ajantasa/2013/20130578#P6
http://www.finlex.fi/fi/laki/alkup/2013/20130100
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れたとみなされる。 所有者が登録簿の記載事項の変更を希望する場合又は商品が

属する類について登録簿に記載がない場合、更新申請は書面によりフィンランド

特許庁に対して行う（商標法第 22 条）。 

マドリッド協定議定書に基づく国際登録は国際登録日から 10 年間有効であり、

更に 10 年間を単位として繰り返し更新できる。効力の発生は国際登録日又は領域

指定の記録日（事後指定の日）から生ずる（マドリッド協定議定書第 4 条(1)(a)）。 

 
【フィンランドにおける商標権を侵害する行為】 

 
１．商標法第 1〜3 条に規定される取引標章における権利の効果（商標法第 4 条） 

1) 当該取引標章の所有者以外の何人も、その取引標章との混同を生じさせる虞

がある何らかの標章を、 
(i) 自己の商品自体若しくはその包装上に使用するか、 
(ii) 宣伝広告用文書若しくは他の商業文書に使用するか、又は 
(iii) 口頭での使用を含めその他の方法で使用するかを問わず、 
自己の事業活動において自己の商品に使用することが禁止される。 

 
当該規定は、 
(i) 当該商品がフィンランド若しくは外国で販売され若しくは販売を意図さ

れるか、又は 
(ii) 事業目的で使用、保管若しくは貯蔵するため又は第三国に移送するため

にフィンランド領内に輸入されるか 
を問わず適用される。 

  
2) 他人の商品への使用に適する予備部品、付属品等を販売する場合、上記態様

で、販売物品が当該取引標章の所有者を出所とし又は当該所有者がその標章

の使用を許可したとの印象を与えるような方法で当該他人の取引標章を暗示

することは、違法である。 
  

3) 商品が特定の取引標章の下に販売され、その販売後に当該取引標章の所有者

以外の者が改造、修理又はその他の方法で当該商品を実質的に改変した場合、

当該商品をフィンランドで再販するときは、当該改変が明確に指摘若しくは

発表されるか又はその他明白な場合を除き、当該取引標章を使用してはなら

ない。  
 

4) 取引標章の排他的権利は、それが使用商品若しくはその包装を当該目的に一

層適したものにすることを主に意図しているか、又は当該取引標章の目的と

異なる目的を与える標章の部分には適用されない(商標法第5条)。 
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5) 取引標章は、それらが同一又は類似の商品に使用される場合に限り、フィン

ランド商標法に基づいて混同を生じさせる虞があるとみなされる。しかし、

正当な理由なき他人の取引標章使用が、先の取引標章の識別性若しくは名声

の不公正な利用を構成し、又はそれらを害する行為を構成する場合、フィン

ランドで評判が高い標章に有利に判断される。これは補助商号及び副次的標

章にも適用される(商標法第6条)。  
 

6) 混同する程に類似する取引標章について上記排他的権利を主張する者が複

数存在する場合、商標法第8条41及び第9条42の規定に従うことを条件として、

最先の権利を主張することができる者が優先される(商標法第7条)。 
 

7) 商標の所有者は、自己又は自己が同意を与えた他人が当該商標のもとに欧州

経済地域内の市場に流通させた商品について、当該商品が再度市場に流通す

ることに反対する正当な理由がある場合、特に、当該商品に改変が加えられ、

又は市場流通後に品質が悪化している場合は、当該商標の使用を妨げること

ができる(商標法第10a条第１段落)。  
 

【フィンランドにおける商標権の侵害とならない行為】 

 
1) 他人の登録商標又は他人の事業で既に合法的に使用されている名称、宛先若

しくは商号との混同を生じさせる虞がない場合、何人も、自己の姓、宛先又

は商号を自己の商品の取引標章として自己の事業において使用することがで

きる。商号に関しては、商号法にいう補助商号及び副次的標章にも適用され

る(商標法第3条第1段落)。  
 

2) フィンランドで5年間継続して使用されている登録商標が、先に登録された

か又は確立された標章との混同を生じさせる虞がある場合であっても、その

登録出願が善意で行われ、かつ、当該先の標章の所有者が前記期間における

後の標章の使用を認識していたときは、当該後の標章の使用は禁止されない

(商標法第8条)。 
  

3) 確立された商標が、先に登録されたか又は確立された別の商標との混同を生

じさせる虞があるが、先の商標の所有者が適切な期間内に後の商標の使用を

阻止する措置を講じていない場合、先の商標の所有者には、後の商標の使用

を禁じる権利がない(商標法第9条)。 

                                                      
41 フィンランドで 5 年間継続して使用されている登録商標が、先に登録されたか又は確立された標章

との混同を生じさせる虞がある場合、その登録出願が善意かつ当該先の標章の所有者が前記期間に後の

標章の使用を認識していた場合は、当該後の標章の使用は禁止されない 
42 確立された商標が、先に登録されたか又は確立された別の商標との混同を生じさせる虞があるが、先

の商標の所有者が適切な期間内に後の商標の使用を阻止する措置を講じていない場合、先の商標の所有

者には後の商標の使用を禁じる権利がない 
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4) 上記2)及び3)の場合に適切と認められるときは、取引標章の何れか一方又は

その双方を、特定の態様においてのみ、例えば特定の形状で又は地名若しく

はその他の説明的表示を伴って使用できる旨を決定でき、当該規定は商標法

第3条第1段落又は第2段落に規定する混同の虞が存在する場合にも適用され

る(商標法第10条)。 
 

5) 商標の所有者は、自己又は自己が同意を与えた他人が当該商標の下に欧州経

済地域内の市場に流通させた商品について当該商標の使用を妨げることはで

きない。しかし、当該商品が再度市場に流通することに反対する正当な理由

が当該所有者にある場合、特に、当該商品に改変が加えられ、又は市場流通

後に品質が悪化している場合は、上記規定は適用されない(商標法第10a条第

１段落)。  
 

② 侵害訴訟の提起（差止請求・損害賠償） 

【民事措置】 

商標権の侵害行為に対する民事訴訟は、商事裁判所に提訴する。フィンラン

ドに住所がない商標所有者に対して提起する訴も上記裁判所が審理する(商標

法第42条)。 
 

裁判所は侵害手続において、以下の救済措置を認めることができる（商標法第

38-42 条、46 条）。 

1) 侵害行為の続行又は反復の禁止 
2) 補償及び損害賠償 
3) 侵害品からの商標の除去、商品の廃棄等 
4) 物品の差押 
5) 終局判決公表費用に関する補償 
6) 権利の存在、不存在、権利侵害の確認 

 
具体的には、以下の措置が商標法上規定されている。 

 
(a) 差止命令（商標法第 38 条第 1 段落、第 43 条、第 48-48a 条） 

裁判所は、取引標章についての権利を侵害する者に対して、命令により侵害行

為の続行又は反復を禁じることができる(商標法第38条第1段落)。 
  

差止命令の申請は、刑事訴訟43と同時に審理することができる(商標法第43条
(2))。 

 

                                                      
43 刑法第 49 章第 2 条又は商標法第 39 条に基づく刑事訴訟をいう。 
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裁判所は、差止訴訟を審理するに当たり、商標所有者の請求により、送信機、

サーバーその他類似の装置の保有者、又は媒介者として機能する他の役務・プロ

バイダーが当該商標を侵害しているとされる行為を継続することを禁止し、これ

に違反した場合は罰金を課することができる44(差止命令)(商標法第48a条第1段
落)。 

 
差止訴訟の提起前でも、裁判所は、商標所有者からの請求に基づき、差止命令

を発することができる。ただし、上記に定める前提条件45が存在し、かつ、差止

をしなければ商標所有者の権利の実現が著しく困難になることが明白であるこ

とを条件とする46(商標法第48a条第2段落)。 
    

裁判所は、事件の緊急性に鑑みて必要な場合は、請求に基づき、侵害者とされ

ている者を聴聞せずに、暫定的差止命令を発することができる。当該暫定的差止

命令は、別段の命令があるまで存続する。当該暫定的差止命令を発した後、遅滞

なく、侵害者とされている者に聴聞を受ける機会が与えられる。侵害者とされて

いる者が聴聞を受けた後、裁判所は、遅滞なく、当該差止命令の効力を存続させ

るか又は当該差止命令を撤回するかを決定する(商標法第48a条第3段落) 。 
 

本条に基づいて発する差止命令は、第三者の権利を妨げてはならない。差止命

令は、原告が保証金を納付した時点47で効力を生じる。上記差止命令は、差止訴

訟が差止命令発出から1月以内に提起されなかった場合は失効する(商標法第48a
条第4段落)。 

 
商標法第38条第1段落の差止訴訟が却下されるか若しくは認容し得ない旨決定

された場合、又は原告が訴訟を放棄したか若しくは裁判所に出頭しなかったため

に当該事件が事件目録から抹消された場合、差止命令を請求した当事者は、差止

命令の対象となった当事者及び侵害者とされている者に対して、差止命令の実行

により生じた損害及び当該事件から生じたその他の費用を補償しなければなら

ない。差止命令が取り下げられたか又は失効した場合も同様である(商標法第48a
条第5段落)。  

 
(b) 損害賠償(商標法第 38 条第 2-3 段落、第 40 条) 

故意又は過失により取引標章についての権利を侵害した者は、当該標章の使用

について適正な補償金及び侵害により生じたすべての損害についての補償金を

                                                      
44  ただし、商標を侵害したとされる者の権利を勘案し、又は、媒介者若しくは商標所有者の権利を勘

案し、当該措置が均衡を欠くと認められる場合を除く。 
45 商標法第 48a 条第 1 段落の場合である。  
46 裁判所は、差止請求の当事者双方に聴聞を受ける機会を与えなければならない。当事者への通信は、

郵便又はファクシミリ若しくは電子メールが用いられる。 
 
47 保証金については、フィンランド裁判手続法第 7 章第 7 条の規定に従う場合であって、フィンラン

ド執行法第 7 章第 16 条の廷吏に納付する保証金をいう(商標法第 48a 条第 4 段落)。 
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被害者に支払う。過失が軽微なものであった場合は、損害補償額について調整さ

れる場合がある(商標法第38条第2段落)。 
ただし、過失が認められない場合であっても、侵害者は、当該取引標章の使用

について適正な補償金を支払う義務を負う(商標法第38条第3段落)。 
  

上記補償及び損害賠償の訴は、訴訟提起に先立つ5年の期間に生じた侵害に関し

てのみ提起することができる。補償及び損害賠償を受ける権利は、前記期間内に

そのための訴訟が提起されなかった場合は消滅する。 
登録により保護されている商標に関して補償及び損害賠償を求める権利は、訴

訟が登録日から1年以内に提起される場合は、上記規定に拘らず、登録日前に生

じた侵害を理由にして主張することができる(商標法第40条)。  
 

(c) 侵害品からの商標の除去、商品の廃棄等(商標法第 41 条第 1 段落) 

取引標章についての権利を侵害された者の請求により、裁判所は、可能な場合

は、商品、その包装、ちらし、商業文書等に許可なく付された標章を除去するか、

又は悪用されないことを確実にするように改変することを命じる。これが不可能

な場合は、 裁判所は、当該取引標章が付された物品を廃棄するか、又は指定す

る態様で変更するよう命じる。裁判所はまた、請求に基づいて、当該物品を対価

と引き換えに原告に引き渡すよう命じる。 
 

(d) 差押(商標法第 41 条第 2 段落) 

侵害が故意か否かに拘らず、公訴官又は裁判所は、原告からの請求があり、か

つ、必要と認められる場合、差押によって被告が被ることのある損害及び付随費

用に関する適切な保証金を原告が提供するときは、物品の差押を命じる48。 
 

(e) 終局判決公表費用に関する補償(商標法第 41a 条) 

商標の侵害訴訟において原告が要求する場合、裁判所は、商標権が被告により

侵害されたと認定する終局判決に関する情報を原告が適切な手段により公表す

る場合、当該情報の公表の一般的意義、当該侵害の性質及び範囲、公表にかかっ

た費用並びにその他関係する事実に留意して当該命令の発出の適否及び内容を

考慮して、原告が公表49するために負った費用を原告に補償するよう被告に命じ

る。 
 

被告が支払うべき適切な公表費用の最高限度額は裁判所が定める。裁判所が定

める当該終局判決が下された日から一定期間内に、原告が当該終局判決に関する

情報を公表しなかった場合は、原告は補償を受ける権利を失う。 
 

(f) 権利の存在、不存在、権利侵害の確認(商標法第 46 条)   

                                                      
48 その他、当該差押に関しては、刑法の差押に関する一般規定が適用される(商標法第 41 条第 2 段落)。 
49 当該情報の公表が他の法律で制限されている場合は公表命令は行われない(商標法第41a条第 1段落)。 
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原告に対する不利益が明確でない場合は、登録商標に関する権利が存在するか

否か、又は特定の行為が当該権利を侵害しているか否かの確認を求める訴訟を裁

判所に提起することができる。 
 

(g) 登録されたライセンス契約(商標法第 45 条) 

ある者がフィンランドで登録商標を使用する独占的権利を与えられ、当該ライ

センスが登録簿に登録されている場合、当該商標の所有者若しくはライセンシー

又はその双方は商標権侵害訴訟の原告として認められる。 
  

上記ライセンシーが侵害訴訟を提起しようとする場合は、商標所有者に対して

その旨を通知しなければならない。通知がされない場合は、ライセンシーの訴訟

は審理されない。 
 

上記は、所有者が排他的ライセンスを他人に付与する際に同時使用の権利を留

保している場合にも準用される。 
 

(h) 商標の譲渡(商標法第 47 条) 

訴訟が開始された後に関係商標が譲渡された場合は、商標登録無効を求める訴

訟は、引き続き元の被告を相手方として続行することができ、原告に有利に下さ

れた判決は、そのまま商標譲受人にも引き継がれる。本規定は、登録商標無効訴

訟に準用する。 
  

【刑事措置】 

フィンランドでは、商標の権利を侵害する知的財産犯罪に対する起訴50;商標

法第39条(1)に基づく侵害に対する起訴は、ヘルシンキ地方裁判所が管轄する

(商標法第43条(1))。 
 

商標に関する権利を故意に侵害した者は、商標法38条により罰金を科される

か、又は、刑法第49章第2条に基づく工業所有権に対する犯罪として罰金又は

最大2年の禁固刑が科される。被害者による告発があった場合、 公訴官が侵害

の起訴を行う。  
登録商標の場合に罰金が科されるのは、登録日後に生じた侵害に限る(商標法

第39条)。 
 

裁判所は、提訴後に管轄の根拠となる状況が変化する場合であっても、上記

に規定された提訴を審理する管轄であり続ける(商標法第43条(3))。  
 
 

                                                      
50 フィンランド刑法第 49 章第 2 条に基づく。 
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（１２）議定書に基づく国際登録に特有な制度の取扱い 
1) セントラルアタック等により国内出願に変更した際の取扱い 

(a) フィンランドにおいて効力を有する国際登録が、その基礎登録の効力若しくは

基礎出願の係属が終了したために、国際登録日から 5 年以内に無効となり、かつ、

当該商標の国際登録の名義人がフィンランドにおいて同一商標のフィンランド

における登録を求める場合は、次を条件として、フィンランドの国内出願に転換

することができ、当該出願は国際登録日（事後指定日）にされたものとみなされ

る。  

(i) 当該転換出願が関係国際登録の失効後3月以内にされること 
(ii) 当該転換出願の対象となる商品・役務がフィンランドにおいて効力を有した

当該国際登録の対象に含まれていたこと 
(iii) 当該転換出願がその他の点で登録要件を満たすとともに、出願人が所定の手

数料を納付すること(商標法第56i条) 
 

(b) 議定書の締約国が議定書廃棄の通知を行ったことによりフィンランドにおい

て効力を有する国際登録が失効し、かつ、当該商標の名義人が同一商標について

フィンランドでの国内登録を求める場合は、次を条件として、フィンランドの国

内出願に転換することができ、当該出願は国際登録日（事後指定日）に行われた

ものとみなされる。 

(i) 当該終了通知が効力を生じた日後2年以内に当該出願がされること 
(ii) 当該国内出願の対象となる商品がフィンランドにおいて効力を有した当該

国際登録の対象に含まれていたこと 
(iii) 当該出願がその他の点で登録要件を満たすとともに、出願人が所定の手数料

を納付すること(商標法第56j条)  
 

フィンランド特許庁は、上記の場合、当該国内出願が国際登録に基づくもので

あることを登録簿に登録し、かつ、その旨を公告する(商標法第56i条、第56j条）。  
 

2) 代替51 

フィンランド特許庁では、国内登録の対象である標章が国際登録の対象でもあり、

かつ、その名義人が国際登録の名義人と同一である場合には、当該国際登録は、

当該国内登録により生ずるすべての権利を害することなく、かつ、次の(a)から(c)

を満たすことを条件として、当該国内登録に代替することができる旨規定されて

いる(マドリッド議定書第 4 条の 2(1)、商標法第 56g 条第 1 段落)。 

 
(a) 国際登録による標章の保護の効果が第3条の3(1)又は(2)52の規定に基づいて

                                                      
51 http://www.wipo.int/export/sites/www/madrid/en/contracting_parties/pdf/replies-1a/reply_fi.pdf 
52 第 3 条の 3(1) 国際出願に際しては、国際登録による標章の保護の効果が及ぶ領域としていずれの

http://www.wipo.int/export/sites/www/madrid/en/contracting_parties/pdf/replies-1a/reply_fi.pdf
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フィンランドに及んでいること 
(b) 国内登録又は広域登録において指定されたすべての商品及び役務がフィン

ランドに係る国際登録でも指定されていること53。 
(c) (a)に規定する効果が国内登録又は広域登録の日の後に生じていること 

 
フィンランド特許庁は、代替の請求に応じて、当該国際登録が国内登録を代替す

ることを登録簿に記載し、 かつ、その旨を公告する(商標法第 56g 条第 2 段落、

マドリッド議定書第 4 条の 2(1))54,55。記録にあたっては、フィンランド特許庁で

は手数料（60 ユーロ56）の納付が条件とされている。 

 
フィンランド特許庁では、国際登録の上記代替の請求の有無にかかわらず、国際

登録及び国内登録は併存することが認められている57。 

 
代替の手続きに関するマドリッド議定書共通規則 21 について、フィンランド特

許庁は実務として執り行っているが、フィンランド商標法では、当該規則を施行

するための条文は制定されていない。 

 
なお、代替の請求は、国際事務局による通知の日又は事後指定の通知の日以後に

することができる。 

 
フィンランド特許庁では、国際登録が、優先権等の特定の権利を有する国内登録

を代替した後、国際登録の日から 5 年の期間が満了する前に、マドリッド議定書

第 6 条58の規定に基づいて、当該国際登録において指定された商品及び役務の全部

又は一部が取り消された場合において、当該国際登録の名義人であった者が、マ

                                                                                                                                                      
締約国を指定するかを特に記載する 
(2) 領域指定は、標章の国際登録の後においても行うことができる。この領域指定は、規則に定める

様式に従って行う。国際事務局は、領域指定を直ちに記録し、当該領域指定を関係官庁に対し遅滞なく

通報する。記録された領域指定は、国際事務局が定期的に発行する公報に掲載する。領域指定は、当該

領域指定が国際登録簿に記録された日から効力を生じ、当該領域指定に係る国際登録の存続期間の満了

によりその効力を失う 
53 国内登録において指定された商品役務すべてが国際登録で指定されていない場合、すなわち、国際登

録で指定された商品役務が国内登録において指定された商品役務の範囲より狭い場合は、フィンランド

特許庁では代替を認めていない。 
54 フィンランド特許庁は、代替に関する登録簿への国際登録に関する記載の請求を 2008 年の時点で 21
−100 件程度処理している。 
55 フィンランド特許庁が、職権で代替を登録簿へ記載することはない。 
56 http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc を参照のこと 
57 http://www.wipo.int/export/sites/www/madrid/en/contracting_parties/pdf/replies-1b/reply_fi.pdf 
58 本国官庁は、規則の定めるところにより、国際事務局に対し(3)の規定に関連する事実及び決定を通

報するものとし、国際事務局は、規則の定めるところにより、当該事実及び決定を利害関係者に通報し、

かつ、これを公表する。本国官庁は、該当する範囲について国際登録の取消しを国際事務局に請求する

ものとし、国際事務局は、当該範囲について国際登録を取り消す。 

http://www.wipo.int/madrid/en/members/profiles/fi.html?part=misc
http://www.wipo.int/export/sites/www/madrid/en/contracting_parties/pdf/replies-1b/reply_fi.pdf
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ドリッド議定書第 9 条の 559の規定に基づいて、国際登録と同一の標章に係る商標

登録出願（転換出願）をした場合、代替した国内登録が有していた優先権等の利

益を享受することはできない。 

 
フィンランド特許庁では、国内登録簿に国際登録である旨が記載されていない場

合であっても、代替は適法に行われたものの、国内標章が更新されずに無効にな

った場合、国内標章により獲得されたいかなる権利の依存性も法的及び行政手続

きにおいて許容される。 

 
(i) 代替の手続 
フィンランドに住所がない国際登録の名義人がフィンランド特許庁に代替の請

求をする場合は、当該名義人は、欧州経済地域に居住する代理人を任命しなけれ

ばならない。この場合、欧州経済地域に住所を有する法人も代理人として行為す

ることができる(商標法第56h条)。  
 

(ii) 代替による効力の発生 
フィンランドにおいて効力を有する国際登録の領域指定は、国際事務局により付

与された国際登録日、事後指定の場合は事後指定日から効力を生じる。フィンラ

ンド商標法の規定及び本法に基づく規定を国際登録に準用する(商標法第56e条)。 
 

3) ライセンスの記載 

ライセンスに関しては、マドリッド共通規則 20 規則の 2(6)(b)の宣言をしていな

いため、国際登録簿へのライセンスの記録が有効と考えられる。以下にフィンラ

ンド商標で規定されている譲渡及びライセンス許諾について説明する。 

 
登録商標又は指定商品役務の全部又は一部を他人に譲渡することができる。商標

を所有する企業の所有権が移った場合、当該商標の所有権は企業所有権の移転に

伴って移転する60(商標法第 32 条)。  

 

                                                      
59 国際登録が、当該国際登録において指定された商品及びサービスの全部又は一部につき第 6 条(4)の
規定に基づく本国官庁の請求により取り消された場合において、当該国際登録に係る領域指定が行われ

ていた締約国の官庁に対し当該国際登録の名義人であった者が同一の標章に係る標章登録出願をした

ときは、当該標章登録出願は、次の(i)から(iii)までの条件を満たすことを条件として、第 3 条(4)に規定

する国際登録の日又は第 3 条の 3(2)に規定する領域指定の記録の日に行われたものとみなし、かつ、当

該国際登録についてその名義人が優先権を有していた場合には、当該名義人であった者は、同一の優先

権を有するものとする。i) 標章登録出願が国際登録の取り消された日から 3 箇月以内に行われること。 
(ii) 標章登録出願において指定された商品及びサービスが当該締約国に係る国際登録において指定さ

れていた商品及びサービスに実際に含まれること。(iii) 標章登録出願が手数料の支払を含む関係法令

上のすべての要件を満たしていること。 
60 なお、登録商標は以前の所有者が所有する旨の条件又は以前の所有者及び新所有者が共に異なる商品

に当該商標を使用する旨の条件がある場合を除く(商標法第 32 条)。 
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登録商標の譲渡は、請求に基づいて登録簿に記録される。フィンランド特許庁が、

譲渡後の商標の使用が公衆に誤認を生じさせる明白なおそれがあると判断する場

合、譲渡の登録簿への記録は、当該商標の改変又は付加により当該誤認の要素が

除去されない限り、許可されない。登録簿に記録されない商標譲渡は、当該商標

を善意で取得した第三者に対抗することはできない。 商標権の質権は、書面によ

る契約がなされ、かつ、登録簿に記載されることで設定され、当該記載により質

権は効力を生じる(商標法第 33 条)。 

 
登録商標の所有者は、当該登録商標の所有権を放棄せず、当該商標を他人がその

事業に使用するライセンスを許諾することができる。ライセンスは、フィンラン

ド全域又は一部地域について与えることができ、また、当該登録商標により保護

される商品又は役務の全部又は一部を対象とすることができる。ライセンシーの

数は、1 又は複数であってよい。当該ライセンスは、請求に基づき登録簿に記載さ

れる。ただし、ライセンス許諾された商標の使用が明らかに公衆に誤認を生じさ

せる虞がある場合は、フィンランド特許庁により当該ライセンスの登録が拒絶さ

れうる。ライセンス期間の満了が証明された場合、登録は登録簿から抹消される。 

登録簿に登録されないライセンスは、善意で当該商標を取得した第三者に対抗す

ることができない。別段の合意がある場合を除いて、ライセンシーは、自らの権

利を第三者に譲渡してはならない(商標法第 34 条) 。 

 
質権が設定されている場合を除き、商標権は、債務に対する差押の対象とするこ

とはできない。商標所有者が破産してその財産が引渡される場合、当該商標権も

当該所有者の財産とされる(商標法第 35 条)。 

 
譲渡又はライセンス許諾された登録商標が、新たな譲受人又はライセンシーによ

る当該商標の使用形態に誤認を生じさせる虞がある場合、裁判所により、裁量に

より、新たな譲受人又はライセンシーによる当該使用が禁じられる場合がある。

当該商標が誤認を生じさせる場合、又は当該所有者若しくは所有者の同意を得た

他人が公衆に誤認を生じさせる虞がある態様で当該商標を使用する場合も、当該

商標の使用が禁じられる場合がある61(商標法第 36 条)。 

 
上記商標法第 36 条に基づいて登録商標の使用が禁止される場合、裁判所は、商

品62、その包装、パンフレット、ちらし、商業文書等に付されている当該登録商標

                                                      
61 上記に基づく訴訟は、公訴官、当該取引標章の使用によって不利益を被る者、又は関連事業若しくは

関連業者の利益を保護する機関が提起することができる(商標法第 36 条)。 
62 当該物品は、命令が履行されるまで差押することができ、この場合、刑法の差押に関する一般規定

が適用される(商標法第 37 条）。 
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を除去するか、又は誤認を生じさせる虞がないよう改変するよう命じる。また、

他の方法では誤認を生じさせる虞を除去できない場合、裁判所は、当該登録商標

が付された物品を廃棄するか、又は指定する態様で改変するよう命じる(商標法第

37 条)。 

 
 
（１３）議定書に関する宣言63 

1) 個別手数料を賦課するマドリッド協定議定書 8 条(7)(a)の宣言 

 
2) 暫定的拒絶の通報の送付期間を、国際事務局から国際登録の領域指定の通知を受

領した日から 18 カ月に延長するマドリッド協定議定書 5 条(2)(b)の宣言 

 
3) 18 カ月の期間経過後に異議に基づく暫定的拒絶の通報が行なわれる可能性があ

ることを通報できるマドリッド協定議定書 5 条(2)(c)の宣言 

 
 
（１４）フィンランドに特徴的な制度 

1) コンセント制度 (商標法第 14 条第 2 段落) 

フィンランドはいわゆる留保型コンセント制度を採用しており、商標法第 14 条

(4)−(9)64に規定する他人と混同を生じさせる商標については、権利の関係人が同意

する場合には、登録が他の規定に反さない限り登録を受けることができるという

コンセント制度を採用している。  

 

2) スローガンの商標の登録可 

フィンランドでは、スローガンの商標も認められている65。 

 

                                                      
63 http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html 
64 「(4)審査⑤相対的拒絶理由の内容」にて記載した、他人の氏名名称等;他人の著作権等;他人の商号等;
他人の商品役務に使用する取引商標と混同するおそれのある商標;欧州共同体域内で先登録商標と混同

の恐れがある商標等があげられる。 
65 フィンランド特許庁ホームページ http://www.prh.fi/fi/index.html →「in English」をクリックして英語

を選択→ http://www.prh.fi/en/index.html:「Trademarks」をクリック→

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html:左欄の「What can be accepted as a trademark?」をクリック→

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/millainen.html:ここのサイトの「A trademark may also include」との記

載の下の４番目に「a slogan」という記載がある。 

http://www.wipo.int/madrid/en/madridgazette/remarks/declarations.html
http://www.prh.fi/fi/index.html
http://www.prh.fi/en/index.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/millainen.html
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（１５）フィンランド特許庁ウェブサイト等から入手可能な情報 
① フィンランド商標検索システム 

参照アドレス：http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html 

（１）簡易検索(Freetext Search)  

 ここでは、フィンランド特許庁が提供するデータベースを用いて商標の簡易

検索を行う手順を紹介する。 

 

 

  
手順１：フィンランド特許庁ウェブサイトのトップページより
「Trademarks」欄の「Search the Trademark Database」(青枠内)
をクリックする 

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html
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※簡易検索実行以降の手順については、後述する高度検索の手順 5〜6 を参照されたい。 

  

手順２：ここをクリックして検索画面を表示させる 

手順３：簡易検索を実行 
「Free textsearch」欄の検索窓（Search by free textsearch）にキーワードを
入力して「Search」をクリックする。（ここではキーワード「apple」で検索） 
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（２）高度検索(Advanced Search) 66 

 ここでは、フィンランド特許庁が提供するデータベースを用いて商標の検索を

行い、検索された商標の詳細情報を読み取るまでの手順を紹介する。 

 

 

                                                      
66 フィンランド特許庁では商標検索データベースの仕様を 2014年 11月に大幅に変更した。そのため、

現時点では検索の仕方によってはうまく作動しない場合があるようである(2014 年 12 月現在)。 

手順１：フィンランド特許庁ウェブサイトのトップページより
「Trademarks」欄の「Search the Trademark Database」(青枠
内)をクリックする。 
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手順３：高度検索の欄に移動する。 
「Advanced search」をクリックする。 

手順２：ここをクリックして検索画面を表示させる 
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検索項目は以下の通りである67。 

 1)   Word elements：語彙検索  

 2)    Application Number：出願番号(T200800345 / t200800345 等の９桁の番号を入

力する) 

 3)  Registration Number：登録番号 

 4)  Trademark kind：商標の種類（以下から選択可） 

Figurative：図形 

Figuratie-word：図形及び文字 

Word：文字 

                                                      
67 フィンランド特許庁ホームページ http://www.prh.fi/en/index.html→「Trademarks」をクリック

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html→「Search the Trademarks Database」をクリック

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta.html→「search 
instructions」をクリック

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html *フィ

ンランド特許庁の商標検索データベースの仕様が 2014 年 11 月に大幅に改訂されたため、上記サイト

と整合性がとれていない箇所があるようである(2014 年 12 月現在)。 

 

  

手順 4：検索を実行。 
任意の検索項目に入力を行い、「Search」をクリッ

クして、検索を実施する（ここでは「Word elements」
に"apple"と入力して検索）。 
「Search」をクリックし結果を表示させた後の手順
については、手順５を参照のこと。 

http://www.prh.fi/en/index.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html
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3d：立体 

Colour：色彩 

Sound：音声 

3d-word：立体及び文字 

  

 5)  Current states： 現在のステータス（以下から選択可） 

 National; Application pending(国内案件係属中) 

 National; Registered, waiting to be published (opposition period) 

(国内案件 登録公示前(異議申立期間)) 

 National; Registered, period for filing an opposition pending 

(国内案件 異議申立請求期間中) 

 National; Registered, opposition proceedings pending 

(国内案件 異議申立審理中) 

 National; Removed from the register because failure to renew 

(国内案件 更新手続失効による抹消) 

 National; Application withdrawn(国内案件 出願取下) 

National; Application dismissed(国内案件 出願却下) 

 National; Application Appeal pending(国内出願 審判係属) 

National; Application removed from the register, registration revoked on account 

of an opposition(国内出願 異議決定による取消) 

 National; Application removed from the register by court decision 

(国内出願 判決による取消) 

 National; Application removed from the register at the holder’s request 

(国内案件 出願放棄) 

 National; Application removed from the register the trademark is not 

represented(国内出願 代理人不在による取消) 

 National; Application rejected on account of an opposition 

(国内案件 異議申立による出願拒絶) 

 International; Accepted ad valid in Finland, waiting to be published(opposition 

period)(国際登録 登録公示前(異議申立期間)) 

International; Accepted ad valid in Finland, period for filing an opposition 

pending (国際登録 異議申立請求期間中) 

International; Accepted ad valid in Finland, opposition proceedings underway 

(国際登録 異議申立係属中) 

  International; Registration valid in Finland(国際登録 保護認容) 

International; Registration not valid in Finland, not renewed 

(国際登録 更新なしで登録失効) 

International; Registration not valid in Finland, no reply to notification 
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(国際登録 暫定的拒絶に対する応答なく登録否定) 

International; Registration not valid in Finland, withdrawn 

(国際登録 保護拒絶:取下) 

International; Registration not valid in Finland, rejected 

(国際登録 保護拒絶:拒絶) 

International; Appeal pending(国際登録 審判係属) 

International; Registration not valid in Finland, opposition uphold 

(国際登録 異議申立係属中) 

International; Registration not valid in Finland by court decision 

(国際登録 判決による無効) 

International; Registration not valid in Finland, dismissed 

(国際登録 効力拒絶確定) 

 

 6)  Scope：範囲（右の↓をクリックして、国内か国際か選択できる） 

 7)  Applicant/Holder：商標出願人又は名義人 

 例えば、「John*」と入力すると、John を前方に含む出願人等を検索できる 

 「*John*」と入力すると John という名前の出願人等を検索できる 

 「*John」と入力すると John を後方に含む出願人等を検索できる 

 8)  Representative：代理人 

 9)  Application date：出願日 

  「From:」及び「To:」をクリックして期間を検索したい年月日を各々指定す

ることで検索期間を限定して検索をすることができる。 

 10)  Goods and Services：商品及び役務 

 「Term:」 に商品役務名を「Class number:」に分類記号を入力することが

できる68。  

 11) Vienna code：ウィーン図形分類69のコードを入力して検索 

 

                                                      
68 http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html の
「Class of goods/services」の欄の「the contents of different classes of goods/services here」をクリッ

クすると、現在有効な商品役務分類情報が得られるようである。実際はさらに、「International 
classification of trademarks (WIPO)」をクリックして WIPO のページに移動するか、+358 (0)9 6939 
5251 に電話することで情報が得られるようである。 
69 ウィーン図形分類については http://www3.ipdl.inpit.go.jp/TF/html.j/term_v/indexj.html を参照 

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html
http://www3.ipdl.inpit.go.jp/TF/html.j/term_v/indexj.html
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手順５：所望の事件に関するページ(以下、
「詳細ページ」)を表示又は取得する。 
手順４による検索の結果が示されたら、
所望の事件の出願番号をクリックする。 

ここをクリックする 
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ここをクリックすると
印刷できる 

手順６：詳細ページから情報を読み取る 
詳細ページに含まれる内容は大きく2つに分けら
れる(この通りに区分されているわけではない)： 
１）BASIC INFORMATION 基本情報 
２）HISTORY 経過情報 
以下では、上記２つの内容について記載する。 

書誌事項及び経過情報の

一部が記載されている 
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商品役務の分類記号が記
載される 

登録商標の名義人とその居所
及び国記号が記載される 

代理人名とその居所及び
国記号が記載される 

通信記録が記載される 

公示書類の番号と公示内容が
記載される 
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1)基本情報 

 
 

2) 経過情報 

 

1）BASIC INFORMATION 基本事項 

基本情報に含まれる事項は以下のとおりである 

Application number：出願番号  

Application date：出願日 

Priority date：優先日 

Registration number：登録番号 

Expiry date：存続期限 

Opposition start date：異議申立開始日 

Opposition end date：異議申立終了日 

Guarantee or collective trademark：保証及び団体標章 

Mark description：標章記載 

Colour description：色彩記載 

Disclaimer：放棄 

Vienna code：ウィーン図形分類コード 

2） 経過情報（Application, appealing and Opposition に記載される） 

「Application, appealing and Opposition」の欄に含まれる経過情報は以下のとおりで

ある。 

すなわち、出願、審判、異議申立について各々以下の情報が記載される。 

Filing Date：提出日 

Event：案件 

Status Date：処分日 

Status：処分の内容 

登録商標の出願、審判及び
異議申立の提出日、提出内
容、処分日及び処分内容が
記載される 

ここをクリックすると、
本ページが閉じられる 

ここをクリックすると、
詳細内容を印刷できる 
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（３）著名標章リスト（List of Trademarks with a Reputation70） 

  ここでは、フィンランド特許庁が提供する著名標章のデータベースを用いて、フィ

ンランドにおける著名標章検索を行う手順を紹介する。 

  なお、ここで用いられている著名標章とは、フィンランド商標法第 6 条第 2 段落71に

規定されている「フィンランドの著名標章」に相当する。 

  当該リストへの掲載は、名義人等から著名リストへの掲載請求により行う。具体的

には、掲載請求があった後、フィンランド特許庁が当該標章の著明性の審査を行い、

当該リストへの掲載が承認されたものが掲載されるようである。 

 

 

                                                      
70 フィンランド特許庁ホームページ http://www.prh.fi/en/index.html→「Trademarks」をクリック

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html→「Search the Trademarks Database」をクリック

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta.html→画面左欄の

「search instructions」をクリック 
71 第１段落にかかわらず、取引表象の混同については、正当な理由なく他人の取引表象を使用するこ

とが、先の取引表象の識別性若しくは名声を不公正に利用し、又はそれらを害する行為を構成する場合

には,フィンランドの著名標章に有利に判断することができる(フィンランド商標法第 6条第 2段落)。 

手順１：フィンランド特許庁ウェブサイトのトップページ
より「Trademarks」欄の「Search the Trademark Database」
(青枠内)をクリックする。 

http://www.prh.fi/en/index.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html
http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta.html


 

 79

  

ここをクリックする 

手順２：著名標章リストのページに移動する 
画面左欄「Databases」欄下部の「List of 

Trademarks with a Reputation」をクリックする 

ここをクリックする 

手順３：著名標章リスト検索ページに移動する 
「List of Trademarks with a Reputation」の下部
の「Search page」をクリックする 
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手順４：検索実行 
４−１：「Search all marks」をクリックする
と全著名標章を表示することができる。 
４−２：任意の検索項目に入力を行い、
「FIND」をクリックして検索を行うと所望の
著名標章を表示することができる。 
各々の検索手順について以下の手順４−１、
手順４−２に記載する。 

全著名標章を表示させるにはここを
クリックする（手順４−１） 

著名標章の検索をするにはここに
検索項目を入力する（手順４−２） 

手順４−１：著名標章全検索の結果を表示する 

「Search all marks」をクリックすると全著名標章を表示することができる。 

さらに、選択した著名標章の詳細内容は「More information」から獲得する

ことができる。ここでは、「PAULIG」という著名標章を選択した。 

なお、上記手順４で「Mark applied for the list（著名リストへの掲載が請求

された標章（著名標章未承認））」と「Mark admitted on the list（著名リス

トへの掲載が承認された標章）」という選択項目があるが、このどちらかを

選択することでさらに標章の種類を絞り込むこともできる。 
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＊各項目の記載内容については、上記記載等72を参照のこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
72 http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html 

著名標章の詳細を表示させる
にはここをクリックする 

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit/tavaramerkkitietokannat/tavaramerkkitietokanta/hakuohjeet.html


 

 82

 
 

 

 

得られる結果は手順４−１と同様である。  

手順４−２：著名標章の検索を行う 

以下の検索項目に入力を行い、「FIND」をクリックして検索を行うと著名標章を絞り込

むことができる。 

Holder：名義人を入力する 

Number：商標番号を入力する 

Words in the mark：商標に記載されている語彙を入力する 

ここでは、「PAULIG」という語彙を入力した。 

なお、上記手順４で「Mark applied for the list（著名リストへの掲載が請求された標章

（著名標章未承認））」と「Mark admitted on the list（著名リストへの掲載が承認され

た標章）」という選択項目があるが、このどちらかを選択することでさらに標章の種類

を絞り込むこともできる。 

手順４−2：著名標章検索の結果を表示する 
選択した著名標章の詳細内容は「More 
information」から獲得することができる。 

著名標章の詳細を表示させる
にはここをクリックする 
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② フィンランドにおいて有効な指定商品・役務名を確認するサイト 

参照アドレス：http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html 
 

 商品役務名を確認するサイトがあるが、ここをクリックすると WIPO のサイトへとつ

ながり、そこで確認することになる。 

 

 

 手順１：フィンランド特許庁ウェブサイトのトップページより
「Trademarks」欄の「Classification of trademarks」をクリックする。 

http://www.prh.fi/en/tavaramerkit.html
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WIPO のサイトで有効な商品・役務名を検索することになる。 

 

 

手順２：「International classification of trademarks (WIPO)」をクリックする。 
これにより、WIPO のサイトへ移ることになる。 
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